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発生率推移を図 1 に示した。ここで表す犯罪発生率は、窃盗犯認知件数を人口 (千
人)で割ったものである。  
 
図 1 1975 年以降の犯罪発生率の推移  
 






















































                                                   


















































また、Gould et al.(2002)は、1979 年から 1997 年のアメリカの州別パネル及び、








ルした 2SLS で OLS よりも大きい結果が得られることを示している。  


















年では、財政関連の変数が多く操作変数に用いられている。 Evans and 












































トロール変数を𝑋𝑖𝑡 とすると、推定式は、  
𝑦𝑖𝑡 = α + 𝑍𝑖𝑡
′ 𝛽 + 𝑋𝑖𝑡
′ 𝛾 + 𝑢𝑖𝑡 
と書ける。ここで、i は都道府県、t は時間を表し、誤差項を𝑢𝑖𝑡 = 𝜇𝑖 + 𝑣𝑖𝑡と書い
ている。𝜇𝑖は都道府県間に存在する観察できない効果で、𝑣𝑖𝑡 は  𝑋𝑖𝑡 、  𝑍𝑖𝑡と相関
せず 𝑣𝑖𝑡~𝑖𝑖𝑑(0, 𝜎𝑣
2)  であるとする。 𝜇𝑖  を  𝑣𝑖𝑡  および  𝑋𝑖𝑡 、  𝑍𝑖𝑡 と相関せず 
                                                   
2 正規雇用比率のみ 1985 年以降しかデータが入手できないため、1985 年から 2000 年までのデ
ータを用いて分析を行う。  
𝜇𝑖~𝑖𝑖𝑑(0, 𝜎𝜇


























から 2002 年までのデータで、他のデータの調査年の 3 年前のデータを使用して
いる。貧困は、次のように計算する。『就業構造基本調査』は世帯主が有業者 (一
般世帯)の所得について、所得階層ごとの世帯数を報告している。初めに、全国
                                                   
3 他にも 1980 年から 2005 年など様々な期間を区切って推定した。その中で、最も安定的な結





年、1992 年、1997 年、2002 年の『就業構造基本調査』を用いる。ジニ係数は、
『全国消費実態調査』から入手した。ジニ係数は、データの入手可能な 1979 年




















これらの変数の記述統計量を、表 1 示す。  
 
















平均 標準誤差 最小値 最大値
被説明変数
犯罪発生率(窃盗犯) 10.5742 3.8270 4.6141 27.2369
説明変数
(労働市場変数）
失業率 3.4550 1.3131 1.2000 10.2621
有効求人倍率 0.8831 0.4889 0.1600 2.6200
正規雇用比率 0.7522 0.0357 0.6552 0.8548
(格差変数）
貧困率 0.1584 0.0793 0.0400 0.4500
ジニ係数 0.2823 0.0198 0.2320 0.3800
(その他コントロール変数）
警官人口比 1.6178 0.3560 1.1939 3.5199
高校進学率 95.2813 1.6524 90.4000 98.8000
外国人比率成長率 0.1846 0.2167 -0.1854 1.0522
人口成長率 0.0201 0.0261 -0.0277 0.1322
(操作変数）
1年前の県内総生産に占めるｻｰﾋﾞｽ業比 0.1493 0.0406 0.0841 0.3160
1年前の県内総生産に占める製造業比 0.2561 0.0901 0.0639 0.4996
一人当たり教育費歳出 0.0905 0.0207 0.0482 0.1463
昼間人口比 0.9895 0.0490 0.8470 1.2377
歳入に占める地方税比率 0.2616 0.1329 0.0997 0.7366
労働組合員比率 0.1762 0.0434 0.0970 0.3827
注1. 1985年から2000年までの5年おきの都道府県県別データであり、サンプル数は235である。

























1.1764 1.7954* 1.1205 1.7075* 1.3796
(0.9590) (0.9858) (1.0158) (1.0187) (1.0026)
-0.0811 -0.1890 -0.1275 -0.2455 -0.2464
(0.1646) (0.1620) (0.1916) (0.1647) (0.1643)
-1.0590 -1.2290 -1.8350* -1.4854 -1.5629*
(0.9081) (0.9091) (0.9452) (0.9239) (0.9240)
12.9899 13.5569 31.6364** 9.4026 7.9090
(10.8822) (11.1597) (13.4041) (11.4492) (11.2047)
10.8220 24.7087 55.7100*** 27.7095* 22.9115
(15.9537) (15.5187) (18.4416) (15.8597) (16.2211)
観測数 235 235 188 235 235
Wald統計量(全係数＝0) 268.58 261.18 215.31 241.18 240.39
LM統計量(σui2=0) 107.17 114.20 72.58 105.69 104.74
注1. *, **, ***はそれぞれ10％、5％、1％の水準で有意であることを示している。
   2. 各年のダミー変数を含めて推定している。




































(6.1362) (5.7499) (5.9202) (5.3591) (5.4738)
0.2563 0.2542 0.2660 0.2081 0.2455
(0.2125) (0.2107) (0.2417) (0.2192) (0.2123)
-1.0144 -0.9964 -1.0073 -0.9415 -1.0756
(0.9070) (0.9070) (0.7915) (0.8408) (0.8755)
-14.5283 -14.6355 -7.6370 -16.8432 -17.6576
(14.1739) (13.1309) (11.8269) (13.1678) (13.0016)
10.6677 12.0602 23.9643 14.1167 11.8027
(23.9407) (22.4347) (27.6525) (23.3900) (22.8078)
観測数 235 235 188 235 235
決定係数 0.65 0.66 0.66 0.66 0.65
F統計量: 全係数＝0 25.96 26.37 27.08 25.83 27.02
Wu-Hausman検定 80.39*** 111.76*** 59.66*** 97.39*** 115.20***
注1. * , ** , ***はそれぞ れ10％、5％、1％の水準で有意であるこ とを示している。
   2 . 各年のダミー 変数を含めて推定している。
































































                                                   
5 犯罪発生率を説明する要因として、1 期前 (本稿では 5 年前 )の犯罪発生率を説明変数に取り入
























-28.8972***-25.8759** -19.3389 -22.7558** -35.7950***
(10.5356) (10.2307) (13.7425) (9.6295) (9.1762)
0.4016* 0.3917* 0.3807* 0.2399 0.5339
(0.2256) (0.2169) (0.2101) (0.2419) (0.3439)
-1.4534 -1.2964 -0.6682 -1.0646 -1.7683**
(0.8917) (0.9462) (0.9373) (0.8390) (0.8804)
-7.6590 -1.9723 9.8905 -10.1141 -15.3198
(16.0541) (16.3651) (21.9155) (14.2628) (17.6292)




　　F統計量: 全係数＝0 224.50*** 36.04*** 128.59*** 127.92*** 21.71***
1段階目の推定（警官人口比）
　　F統計量: 全係数＝0 12.17*** 12.17*** 14.54*** 12.17*** 12.17***
Hansen J統計量 5.980 5.885 10.089** 5.399 4.759





　2.  列(1 )のWu-Hausman検定ではRandom Ef fect Modelの推定量とBetween  Ef fect Modelの推定量を
　　 比較している。
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